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Abstract
Local-area	gyms	are	becoming	popular	and	have	now	reached	the	level	where	
80.1%	of	the	municipal	districts	in	Japan	have	them.	This	paper	explores	the	growth	
of	such	gyms	and	the	various	problems	produced.	With	special	attention	to	the	
effect	on	public	interest,	the	case	of	Sakurai	City's	athletic	associations,	which	are	
advancing	smoothly,	is	considered.	
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1　はじめに
　生涯スポーツ社会とは、誰もが、いつまでも、自分の好むスタイルでスポーツに関わることができ
る社会のことである。その社会を創出するためには、より多くの人がスポーツと関わりを持つことが
できるように、いつでも、どこでも、気軽にスポーツと接することができるような環境が必要とな
る。1）「総合型地域スポーツクラブ」（図表1）の育成は、このような社会を実現するための一方策と
して、1995年に文部科学省が「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業」を実施したことに始ま
る。
図表1　総合型地域スポーツクラブの特徴
〇特徴
　1　単一スポーツ種目だけでなく、複数の種目が用意されている。
　2　障碍者を含み子どもからお年寄りまで、また、初心者からトップレベルの競技者までそし
て、楽しみ志向の人から競技志向の人まで、地域住民の皆さんのだれもが集い、それぞれ年
齢、興味、関心、体力技術レベルなどに応じて活動できる。
　3　活動拠点となるスポーツ施設を持ち、定期的・継続的なスポーツ活動を行うことができる。
　4　質の高い指導者がいて、個々のスポーツニーズに応じた指導が行われる。
　5　スポーツ活動だけでなく、できれば文化的な活動も準備されている。
〇基本認識
　1　自主的な運営
　2　自主財源を主とする運営
　3　クラブとしての理念の共有
（出典：総合型地域スポーツ育成マニュアル）
―	2	―
帝塚山大学全学教育開発センター紀要　Vol. 1
　本年で、「総合型地域スポーツクラブ」育成の取り組みが始まってから21年目となり、地域住民の
参加機会の増加、地域住民間の交流の活性化、元気な高齢者の増加など一定の効果を上げている。し
かし一方で、会員・財源・指導者・活動場所等の確保について課題を抱えている現状がある。2）
　本稿では、こうした現状を踏まえ、これまでの国や奈良県のスポーツ振興の経緯や現状を整理する
とともに、奈良県において特徴的な取組を行っている（公財）桜井市体育協会の活動から、総合型地
域スポーツクラブの可能性を考えてみたい。
2　スポーツ政策の経緯
【国】
　国が、1961年6月に「スポーツ振興法」を公布して以来、2011年に至るまで、「スポーツ振興法」
に大きな改正はなく、また、第4条で文部科学大臣が定めるものとされている「スポーツ振興基本計
画」も長年にわたり策定されなかった。
　この間、「スポーツ振興法」は、日本のスポーツの発展に大きく貢献し、スポーツは国民に広く浸
透したが、一方で、スポーツを行う目的が多様化するとともに、地域におけるスポーツクラブの成長
や、競技技術の向上、プロスポーツの発展、スポーツによる国際交流や貢献の活発化など、スポーツ
を巡る環境は大きく変化することとなった。3）　
　このことから、2000年9月に、子どもの体力向上やスポーツ環境の整備充実など、今後10年間で取
り組むべき課題に対する政策目標や、政策目標を実現するための具体的な施策などを定めた「スポー
ツ振興基本計画」が策定された。その後、2010年8月には、「スポーツ立国戦略」によりスポーツ政策
の基本的な方向性として「新たなスポーツ文化の確立」を目指し、1．人（する人、観る人、支える
（育てる）人）の重視　2．連携・協働の推進を基本的な考え方として示した。2011年8月に「スポー
ツ立国戦略」を受け「スポーツ基本法」が施行され、2012年3月にはスポーツ基本法の理念を具体化
するため「スポーツ基本計画」が策定された。同月に「スポーツ基本法」に基づき、関係省庁がス
ポーツに関する施策の総合的、一体的かつ効果的な推進を図るため、スポーツ推進会議が設置され、
2015年10月には、文部科学省や厚生労働省などの複数にまたがるスポーツ行政の関係機関を一本化す
るものとして「スポーツ庁」が設置された。
　スポーツ行政の最も大きな課題の一つであるスポーツ人口の拡大に対する指標としては、成人のう
ち週1回以上定期的にスポーツを行う者の割合（スポーツ実施率）がある。2000年の「スポーツ振興
基本計画」においては、「成人の週1回以上のスポーツ実施率が2人に1人（50%）」と、2012年3月に策
定された「スポーツ基本計画」においては、2021年までに「成人の週1回以上のスポーツ実施率が3人
に2人（65%程度）、成人の週3回以上のスポーツ実施率が3人に1人（30%程度）」と目標値を定めた。
　これらの高い目標を達成するために、「総合型地域スポーツクラブ」には大きな役割が期待されて
いる。2000年に策定された「スポーツ振興基本計画」では、『2010年までに、全国の各市区町村に少
なくとも一つは「総合型地域スポーツクラブ』を育成すること』を目標として掲げられ、2012年に策
定された「スポーツ基本計画」（図表2）においても、「住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境
の整備」の中で、引き続き、「各市町村に少なくとも1つは総合型地域スポーツクラブが育成される」
ことを目標として掲げられた。
【奈良県】
　奈良県におけるスポーツ振興施策は、昭和50年以前では、全県的な振興施策が推進されることがな
く、スポーツ環境の整備が他県と比較しても立ち後れていた。そのようなスポーツ環境の中で、日常
的にスポーツに親しむという意識や状況は県民にとって一般的ではなく、スポーツそのものが学校体
育と一部の愛好集団だけのものであった。大きな転換期を迎えたのは、1984年に開催された「わかく
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さ国体」である。国体開催に向けてスポーツ施設の整備、競技団体の育成、市町村体育協会の活性化
等が推進され、同時に国体後の社会体育・スポーツの在り方や競技力の向上にも目を向けられた。こ
うして奈良県のスポーツ振興は、1980年を開催年として、「県民総スポーツ運動」をスローガンとす
る1期5年の推進計画が策定され、以来、1984年の「わかくさ国体」開催、1995年の「全国スポーツ・
レクリエーション祭」開催など、全国規模のスポーツイベントを基軸とした競技スポーツ、社会体
育・スポーツの振興が図られた。
　こうして、スポーツに対する県民の関心や期待は高まりニーズが多様化する反面、若者や子どもた
ちのスポーツ離れなどの問題が表面化する中で、市町村体育協会やスポーツ団体が有していた地域で
の求心力が低下し始めてきた。このことは、これまで行政主導のもとで体育協会やスポーツ団体、学
校運動部活動などが中心となって取り組んできた奈良県のスポーツ振興の方向性に一定の限界が見え
てきたことを意味しており、（2005年奈良県スポーツ振興審議会）奈良県はこのような現状を踏まえ
つつ、2003年5月に2000年に告示された国の「スポーツ振興基本計画」を参考に、2005年に「奈良県
スポーツ振興計画－ならスポーツ新時代－」が策定された。
　2008年にスポーツ振興に関する業務を奈良県教育委員会から奈良県くらし創造部に移管されたこと
に伴い、2009年には、これに健康づくりのための「運動」の視点を加えた「なら運動・スポーツ振興
プラン－健康でいい汗かこう－」として改訂が行われた。また、2013年3月には、国が策定した「ス
ポーツ基本計画」の理念を参考に、県民一人ひとりが健康づくりに取り組み、生涯にわたり、「活き
活きと安心して健やかに暮らせる健康長寿の奈良県」を実現するために、県民の「だれもが、いつで
も、どこでも、運動・スポーツに親しめる環境づくり」を基本目標とした「奈良県スポーツ推進計
画」を策定した。各計画の中で、目標の一つとして「スポーツ人口の拡大」が示されており、2013年
の「奈良県スポーツ推進計画」では、10年後の2022年までに「1日30分以上の運動・スポーツを週2回
以上実施し、1年以上継続している人の割合を45%以上」と指標を定めている。「活き活きと安心して
図表2　「スポーツ基本計画」の全体像と7つの課題
①　子どものスポーツ機会の充実
②　ライフステージに応じたスポーツ活動の推進
③　住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備
④　国際競技の向上に向けた人材の養成やスポーツ環境の整備
⑤　オリンピック・パラリンピック等のの国際競技大会の招致･開催等
を通じた国際貢献･交流の推進
⑥スポーツ界の透明性、公平・公正性の向上
⑦スポーツ界の好循環の創出
（出典：文部科学省ホームページ）
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健やかに暮らせる健康長寿の奈良県」の実現への第1歩として、運動・スポーツを行うきっかけづく
り」が重要となることから、「だれもが、いつでも、運動・スポーツに楽しめる環境づくり」の一環
として、地域における「総合型地域スポーツクラブの基盤づくり」に取り組むこととしている。
3　スポーツ振興の現状
【国】
　国では、2021年までに「成人の週1回以上のスポーツ実施率が3人に2人（65パーセント程度）週3回
以上のスポーツ実施率が3人に1人（30パーセント程度）」になることを目標としているが、スポーツ
実施率の推移をみると、内閣府の「体力・スポーツに関する世論調査」を基にした文部科学省の資料
によれば、1988年（昭和63年）の26.4%から2012年（平成24年）の47.5%と28年間で21.1ポイント上昇
した。しかし、直近の2015年（平成27年）「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」
では、40.4%と7.1ポイント低下している。上昇傾向にあったものが、今回の調査では大きくポイント
を落としている。（図表3）
　2012年3月に策定された「スポーツ基本計画」の期間は、10年程度を見通した2012年から概ね5年間
の総合的かつ計画的に取り組むべき施策等を掲げ、これまでスポーツの振興に取り組んできた。こ
の結果、例えば,子どもの体力の低下傾向に概ね歯止めがかかるなど一定の成果が認められる。しか
し、計画に掲げられる目標には達していないなどの課題が残されている。4）このことから、2016年6
月にスポーツ庁は、スポーツ審議会に2007年度からの「第2期スポーツ基本計画」を策定するにあた
り、その計画に盛り込むべき内容について諮問を行った。（文部科学省ホームページ）
図表3　成人の週1回以上運動・スポーツを行う者の割合の推移
【県】
　奈良県の運動習慣者（1日30分以上の運動・スポーツを週2回以上実施し、1年以上継続している人）
の割合は、2012年が37%、2013年が43%、2014年が44%と徐々にではあるが運動習慣者の割合が増加し
ている。運動習慣者の割合を2022年までには45%以上にするという目標を達成するために、必要な取
り組みとして、①総合型地域スポーツクラブによる基盤づくり、②ライフステージに応じた運動・ス
ポーツの推進、③障害者の運動・スポーツの推進、④身近な公共施設の活用、⑤県南部地域の振興を
目指したスポーツイベントの実施、⑥参加型スポーツイベントの実施を掲げている。5）
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図表4　奈良県スポーツ振興の主な指標　主な政策集2016
（出典:奈良県ホームページ）
4　総合型地域スポーツクラブ育成の現状と課題
4. 1　総合型地域スポーツクラブ育成の現状
【国】
　スポーツ庁が行った「平成27年度総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果」によると、全
国1,407市区町村（1,741市区町村中）においてクラブが育成（創設及び創設準備）されている。その
内訳をみると、1,301の市区町村においてクラブが既に創設されており、182の市区町村においてはク
ラブ創設準備中となっている。また、全国で育成されているクラブ数をみると、3,550のクラブが育
成されている。そのうち、3,328のクラブが既に創設されており、222のクラブが創設準備中となって
いる。（図表5）　
図表5　総合型地域スポーツクラブ設置状況
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　育成されているクラブのうち、法人格を有しているのが728クラブ、指定管理者として公共施設の
管理を行っているのが181クラブとなっている。
　また、「会員数300人以下」の小規模クラブが、68.6%、「年間予算規模300万円未満」が、59.8%、
「自主財源比率50.0%以下」が、57.6%、「同比率71.0%以上」は、28.2%となっている。
育成されたクラブのうち、廃止・統合等となったクラブが187クラブあり、その内訳は、「廃止」が86
クラブ、「他の総合型クラブと統合」が78クラブ、「総合型クラブ以外のスポーツ団体に移行」が23ク
ラブとなっている。また、創設済みの総合型クラブが廃止・統合等となった理由は、廃止では「クラ
ブの運営スタッフの確保が困難になったため」が36.7%、他の総合型クラブと統合したでは「クラブ
運営の効率化を図るため」が96.1%となっている。6）
【県】
　奈良県が、総合型地域スポーツクラブの育成に取り組んだのは、2001年に吉野町が文部科学省の
「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業」を受けて準備を開始したのに始まる。2004年には、県
に「総合型地域スポーツクラブ支援センター」が設置され、奈良県体育協会とともに県内の総合型地
域スポーツクラブ設立の普及・啓発活動に取り組んだ。
　その後、2008年にスポーツ振興に関する業務を知事部局に移管されたことに伴い、2010年には、
2007年頃から財源が切れて機能していなかった「総合型地域スポーツクラブ支援センター」を新たに
「奈良県スポーツ支援センター」として設置し、その普及・啓発活動を推進した。その結果、2011年
には設立または設立準備中のクラブが41クラブとなった。　　　
　2015年7月現在、県内37市町村（39市町村中）においてクラブが育成（創設及び創設準備）されて
いる。その内訳をみると、25の市町村においてクラブが既に創設されており、12の市町村においては
クラブ創設準備中となっている。また、県内で育成されているクラブ数は、62のクラブである。その
うち、47のクラブが既に創設されており、15のクラブが創設準備中となっている。また、育成されて
いるクラブのうち、法人格を有しているのが15クラブとなっている。7）
図表6　奈良県の総合型地域スポーツクラブ育成数の推移（奈良県スポーツ振興課調べ）
4. 2　総合型地域スポーツクラブの課題
　スポーツ庁が2015年に実施した「総合型地域スポーツクラブに関する実態調査」では、クラブが
抱える課題の上位3項目は「会員の確保（増大）」が76.1%、「財源の確保」が69.1%、「指導者の確保」
が65.3%となっている。これは、総合型地域スポーツクラブの多くが日本スポーツ振興センターの
「toto助成」を受けて設立され、主たる収入源が補助金に依存されていることや、地域住民のスポー
ツ対する受益者負担の意識が低く参加率を高めるために会費を抑えていること、十分な報酬が払えな
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いため質の高い指導者が確保できないことなど、課題はすべてクラブ運営に必要な資金確保につなが
るものであると推測され、自己財源の確保に向けた取り組みが大きな課題となっている。
　2012年にSCネットワークが行った「総合型クラブの実態に関するアンケート調査」においても、
日本スポーツ振興センターの「toto助成」を受けているクラブに、「toto助成」による財政支援終了
後の財源調達のための対応策に関する設問（複数回答あり）に対して、「会員の増加を目指す」を選
択したクラブが77.9%、「会費・参加費の値上げ」が42.1%、「指定管理業務の受託」が35.5%といった
前向きな回答があったものの、一方では、「クラブ規模の縮小」を選択したクラブが13.6%、「クラブ
の存続を再考」が13.3%、「toto助成終了後の財源調達については計画していない」が2.4%という消極
的な回答も見受けられ、助成期間終了後を見据えた活動をしていないクラブがかなり存在することが
明らかになった。これまでの、国等による総合型地域スポーツクラブの育成・普及等に関する様々な
取り組みが、「まずは総合型地域スポーツクラブの創設数を増やす」ことに重点を置いて進められて
きたことにその要因があったのではないかと思われる。総合型地域スポーツクラブ創設後を見据えた
育成・支援の体制を整えることが急務である。8）
　また、市町村における総合型地域スポーツクラブの育成率や育成されたクラブの数は、大きく増加
した一方、総合型地域スポーツクラブの認知度は、「よく知っている2.7%　知っている12.5%　聞いた
ことがある15.8%　知らない69.1%」となっており、認知度がまだまだ低い。9）　
　今後、地域住民、県・市町村の行政関係者、学校関係者への認知度を高めることが不可欠である。
中でも、多くの総合型地域スポーツクラブの活動拠点が学校体育施設に依存していることを踏まえる
と、学校の校長や教員に対して研修等の機会を通じて周知を図っていくことが重要である。10）
図表7　総合型地域スポーツクラブ活動助成金交付額の推移（日本スポーツ振興センター　2016.8）
5　（公財）桜井市体育協会の取組
5. 1　調査方法
（公財）桜井市体育協会の関係者（N氏、F氏）へのインタビュー調査と、そこで入手した関係書類
やインターネットのホームページを介して入手した情報に基づく資料による。
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5. 2　（公財）桜井市体育協会の概要
　桜井市体育協会は1956年4月に設立され、1981年4月には、市内12小学校区の全地域に地域体育協会
が設立された。1990年4月に財団法人となり2013年4月に（特例）財団法人から公益財団法人に移行し
本年で60年を迎え、現在に至っている。
　現在、42（30の競技団体と12の地域体育協会）加盟団体で組織され、事務局を芝運動公園総合体育
館内に置いている。目的は生涯スポーツや競技スポーツの普及と振興をはかるとともに、地域のコ
ミュニティーの形成を促進し、健康で明るい市民生活の形成に寄与することとしている。
　特徴として、1990年から桜井市より体育施設（市の芝運動公園全域や廃校小学校の体育館・運動
場）の管理運営や管理業務と一体的に行うスポーツ振興のソフト事業の委託を受け、2006年からは同
業務の指定管理者となっていることがあげられる。また、芝運動公園スポーツクラブを拠点として12
の地域体育協会にも　「総合型地域スポーツクラブ」の普及推進を図っていることがあげられる。特
に、今年で31回目を迎える「桜井市ウォーキングフェスティバル」は、毎年県内外から1万人以上の
参加者があり、心のこもった「おもてなし」により参加者からの評価が高いイベントとして定着して
いる。5㎞から35kmまでの様々なコースが用意され、史跡案内の部やみかん狩りといった年齢を問わ
ず参加できるような工夫がされている。管理運営を行う（公財）桜井市体育協会は、企画や準備、片
付けに至るまで、述べ1,000人以上もの運営スタッフを全て体育協会のボランティアで賄っている。
図表8　（公財）桜井市体育協会の組織図
5. 3　芝運動公園スポーツクラブ
【設立の経緯】
　奈良県では、2001年に吉野町が「文部科学省の総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業」を受け
たことや2002年に「スポーツ振興くじ」による総合型地域スポーツクラブ創設・育成に関する事業が
開始されたことにより、県内の市町村やスポーツ団体関係者に地域スポーツの在り方について様々な
情報が提供されるようになった。（公財）桜井市体育協会が、「総合型地域スポーツクラブ」設立の検
討を始めたのはその頃からである。同協会では、2003年に年間事業計画の地域スポーツ振興事業の中
に「総合型地域スポーツクラブへの支援」を盛り込み、芝運動公園を拠点とした総合型地域スポーツ
クラブの設立に取り組むことになった。2004年に日体協・文部科学省委託事業「総合型地域スポーツ
クラブ育成推進事業」を受け、2006年に名称を「芝運動公園スポーツクラブ」として設立した。
　設立準備委員会は、同協会理事によって構成され、設立後は理事会が運営委員会の役割を担ってい
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る。
　2008年には、「総合型地域スポーツクラブ活動支援事業（～ 2012まで5年間）」を受けている。
【スポーツ施設】
　拠点となる施設は、桜井市立の芝運動公園（総合体育館、市民体育館、グラウンド（400mトラッ
ク、野球場2面）、テニスコート4面、プール（25m×6・50m×8）である。これらの施設は、同協会
の事業やスポーツ教室、スポーツクラブでの使用、県内外のスポーツ団体のイベント等への貸し出し
などにより活用されている。
【クラブの概要】
　目的は、「健康で明るくより豊かなスポーツライフの実現を目指し、会員の健康・体力保持増進を
図るとともに、誰もがいつまでもスポーツに親しむことが出来る生涯スポーツ社会の実現に寄与する
こと」となっている。運営方針は次のとおりである。
　・受益者負担で運営できること
　・挨拶やマナーなど規範意識の向上を図る
　・体育協会が実施しているスポーツ教室やスポーツクラブとなるべく重複しないこと
　・「プレゴールデンエイジ」や「ゴールデンエイジ」に対応した活動
　・	スポーツクラブに、入りにくいと感じている子どもや、中学の部活動で行いたい種目がない生徒
に対応した活動
　・成人や主婦、高齢者の健康を促進する活動
　・質の高い指導者による活動
　また、年に1回会員にアンケート調査を実施し、会員のニーズに対応し満足度が高くなるよう改善
している。
　芝運動公園総合体育館内に事務局を置き、同協会の事務局長がクラブマネジャーを兼務している。
設立当初の会員数は470名（男子167名・女子303名）であったが、2008年には654名（男子124名・女
子530名）となり、2016年8月現在の会員数は、915名（男子242名・女子673名）となっている。
内訳は、年齢で見ると一般（高校生以上）が約45%で、その内約95%を女性が占めている。幼児から
中学生が約55%となっている。幼児～中学生のうち、5歳以上の幼児～ 9歳児までの割合が約43パーセ
ントと多くなっている。（図表9）
図表9　クラブ会員の男女年齢別構成表
会員の概要
〈学年別〉
区分 男 女 人数 構成比
幼児
小学1年
小学2年
小学3年
小学4年
小学5年
小学6年
中学生
一般
〈年齢別〉
区分 男 女 人数 構成比
5歳以下
6～9歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80歳以上
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【活動内容】
　定期的な活動として、スポーツ教室はジュニアの部と一般の部があり、通年と年間23回で実施する
種目を用意している。（図表10）チアダンスやバトントワリングの発表会なども行っている。活動は
平日と土曜日の夜間である。活動時間は、体育協会が行っているスポーツ教室やスポーツクラブと
重ならないようにしている。工夫しているのは、利用人数等により、施設を全面・半面・1/3面に分
けて複数団体が使用できるようにしたこと、また、施設の利用時間が午前8:30－12:00、午後13:00－
17:00、夜間18:00－22:00、全日8:30－17:00となっていることから、利用時間とされていない17:00－
18:00の時間帯を活用するなど、既存団体の活動を妨げないようにしていることである。
【予算】
　予算収入は、すべて会費によるものである。年間登録費は、子どもが2,500円、高校生以上が3,500
円、65歳以上が3,000円、フアミリー（4歳児以上の同一家族）が7,000円、また、受講料は1教室、年
間1,000円から10,000円となっている。約1,000万円の予算収入で活動を行っている。（図表10）支出
は、クラブマネジャーの人件費や講師料が主たるものである。
　2013年から会費による自主財源で運営できるようになったが、toto助成金を広報や住民のニーズを
把握するためのアンケート調査等に有効に活用でき、会員の確保につながったことが大きい。
なお、施設使用料は、市の条例により免除されている。
図表10　実施スポーツ教室と受講料及び会費　
 
年間登録費
年間登録費 2,500円 3,500円 3,000円 7,000円
※年間登録費には傷害保険料が含まれています。
※フアミリー会員は4歳児以上の同一家族とします。だだし、「子ども」の登録は、
教室に所属していることが条件となります。
種別 子ども 高校生以上 65歳以上 ファミリー
【指導者】
　クラブの指導は、元教員や日体協指導資格を持った経験豊富な指導者を人選し実績に見合った講師
料を支払っている。
【クラブ設立による効果】
・これまでの体育協会の事業で対応できていなかったことを、総合型地域スポーツクラブの活動を加
えたことにより、より多くの市民にスポーツができる環境を整えることが出来た。また、体育協会
関係者もこれからのスポーツ振興の在り方について意識が変わるきっかけとなった。
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・「競技者の施設」から「市民の施設」となった。
・スポーツが好きになる子どもが育つことを願って企画した「ちびっこ体操」「キッズチャレンジス
ポーツ」は、口コミで年々希望者が増加し保護者から評価も高く、当初のねらいどおりの企画と
なった。
【現在の課題】
・成人の入会者が少ない。特に男性が少ない。
・遠方のために、参加したいができない子どもがいる。
・土日に教室を実施すれば、中学生でスポーツを行っていない子どもの参加が見込まれるが、地域体
協や各競技団体の試合があるため施設の空きがなく実施していない。小中学校と連携し、出前教室
等での対応を検討している。
5. 4　地域体育協会の取組
【総合型地域スポーツクラブの設立】　
　1981年に市内小学校12校区（全地域）に地域体育協会が設立されたことは先に述べたが、この組織
が市内のスポーツ振興に大きな役割を果たしている。（公財）桜井市体育協会が、2006年に「芝運動
公園スポーツクラブ」を設立したことに伴い、そのノウハウを生かして各地域体育協会は、それぞれ
の特徴を生かした「総合型地域スポーツクラブ」の育成・設立を推進した。その結果、2008年に安倍
体育協会スポーツクラブ・上之郷スポーツクラブ、2009年に桜井校区体育協会スポーツクラブ・大福
地域スポーツクラブ、2010年に桜井西体協スポーツクラブ、2012年にしきしまスポーツクラブ・纏向
まほろばスポーツクラブ、2013年に桜井南ふれあいクラブ・織田スポーツ友遊クラブがそれぞれ設立
された。（現在12小学校区の内9校区）
　順調にクラブが設立できた背景には、市の体育協会が各校区のリーダー（アシスタントマネ
ジャー）を「芝運動公園スポーツクラブ」の準備段階に並行して養成したことや各校区の学校体育施
設を利用する様々なスポーツ団体との調整がスムーズに行われたことがあげられる。
※2012年からは、市内学校体育施設開放事業の事務手続きを桜井市教育委員会から委嘱され、（公
財）桜井市体育協会が行っている。各校区の地域体育協会は、管理運営とともに、学校や使用団体の
代表者及びスポーツ推進委員等による運営委員会を定期的に開催し、使用場所や時間等についての調
整を行っている。
6　おわりに
　これまでの地域スポーツは、スポーツイベントの開催、スポーツ施設の管理・運営、スポーツ活動
の広報等々、スポーツ活動のすべてを行政あるいは行政に委託された特定の団体（体育協会等）が
行っている場合が多く、その結果、スポーツは一般住民にとって受け身の活動であり、「スポーツは
やらせてもらうもの、スポーツは金を出してやるものではない。」といった意識が根付いていた。さ
らに、地域のスポーツクラブやスポーツ教室のほとんどが行政に依存して活動していることから、一
部には行政の助成に対する既得意識や独占意識が働いて愛好者だけの活動に落ち着いてしまう傾向が
あった。このことから、奈良県では、総合型地域スポーツクラブを普及・育成するにあたり、これま
で行政主導型のスポーツ振興の推進する組織の一端を担ってきた市町村の体育協会を、自治会や校区
を中心とした地域スポーツを総合的にマネジメントできる団体へと組織整備する（図表11）新たな基
盤づくりの在り方を示している。
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図表11　市町村体育協会組織整備のイメージ図
	
 地域を構成する組織の現状
市町村教委 市町村体育協会
単一
クラブ
チーム
単一
クラブ
チーム
単一
クラブ
チーム
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
協
会
各
種
サ
ー
ク
ル
各
種
ス
ポ
ー
ツ
教
室
本部
教室
イベント
専門部 地区（自治会） スポーツ
少年団
△
△
競
技
○
○
競
技
×
×
競
技
△
△
地
区
○
○
地
区
×
×
地
区
×
×
単
位
団
○
○
単
位
団
△
△
単
位
団
（出典　2005　奈良県スポーツ振興審議会答申）
　その中で、（公財）桜井市体育協会は、その主要事業として総合型地域スポーツクラブの普及・育
成に取り組み大きな成果を上げている。中でも「芝運動公園スポーツクラブ」は、全国の多くの総合
型地域スポーツクラブが課題としている「会員・財源・指導者・活動拠点」の確保や行政との調整（理
解）などにおいて問題なく順調に経営されている。
　なぜうまく運営されているのか。その背景にあるものに関心を持ち今回の調査を行った。
　F氏によると、「桜井市体育協会は公益法人としてまた指定管理者としての義務や役割があり、従
前より行政と連携しながら事業やイベントを行ってきた。何よりも大きな財産は、組織が長年にわた
る様々な取り組みを行うことにより、人と人とのつながりや信頼が構築されたことである。今回の総
合型地域スポーツクラブの育成においても準備の段階から議論を行った結果、これからのスポーツ振
興の方向性を共通認識できたこと、そして、その取り組みにより人材が育ったことが大きい。」との
説明があった。
　総合型地域スポーツクラブは、いうまでもなく「地域住民が自主的に参画し、互助・共助の精神
で、自発的な活動を行なう」という特徴を持った取り組みである。持続可能な総合型地域スポーツク
ラブと成長させていくためには、この原点を忘れてはならない。桜井市体育協会の取り組みは、この
原点をまさに具現化したものであるいえるだろう。今後の取り組みを見守るとともに更なる発展を期
待したい。
　現在、奈良県では37市町村で62のクラブが育成（創設準備中含む）されている。そのほとんどのク
ラブが設立されて10年未満のであり、全国と同じく多くのクラブが「会員・財源・指導者・活動拠点」
の確保等に課題を抱えているものと推測される。「各市町村に一つは総合型地域スポーツクラブを設
立する」という当初の目的をおおむね達成できた今、各クラブが自立し継続的に発展するためには、
クラブ自身の取り組みはもとより、行政（県・市町村）や奈良県体育協会が、生涯スポーツ社会を実
現していく上で、総合型地域スポーツクラブの果たす役割を再確認し、各クラブと一層支援し連携し
ていくこが不可欠であろう。
1）日本体育協会　SCステーション背景と意義
2）文部科学省（2015）今後の地域スポーツの推進方策に関する提言　今後の地域スポーツ推進体制の
在り方に関する有識者会議p1-6　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/sports/025/
gaiyou/1359647.htm
3）文科省（2012）スポーツ基本法リーフレット　
4）スポーツ庁（2016）　第2期スポーツ基本計画の策定について（諮問）
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　http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/001_index/shiryo/attach/1372763.htm
5）奈良県　主な政策集2016　P98-P103
6）スポーツ庁（2015）　総合型地域スポーツクラブに関する実態調査結果
　　http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/club/
7）奈良県　スポーツ振興課　奈良県スポーツ支援センターホームページ
　　　ttp://www.pref.nara.jp/11234.htm
8）日本体育協会（2013）　総合型地域スポーツクラブ育成プラン
　　http://www.japan-sports.or.jp/local/tabid/394/Default.aspx
9-10）文部科学省（2009）　今後の総合型地域スポーツクラブ振興の在り方について　～ 7つの提言～	総合型
地域スポーツクラブに関する有識者会議
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